
重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりである。 

（１） 子会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法によっている。 

（２） その他有価証券（市場価格のない株式等を除く。）の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいている。 

（３） その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法によっている。 

２．有形固定資産の減価償却は、定額法によっている。 

３．貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上している。 

   破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的 

に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等 

を控除し、その残額を計上している。 

   今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回 

収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上している。 

   上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上している。 

なお、当事業年度に関しては、引当の対象となる資産がないため、計上を行っていない。 

４．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115条の規定に基づき計上している。 

５．消費税等の会計処理は税抜方式によっている。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっている。 

 


